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１．はじめに

（１）財務書類作成の経緯

　地方公共団体の公会計の整備については、平成１８年の総務省通知により、その推進の方向性が示され、通知に基づき地
方公共団体において財務書類が作成され、当市においては平成２０年度決算から財務４表を作成しております。
　その一方、作成方法が複数あることから、地方公共団体間の比較が難しい等の課題もありました。このため、平成２７年「統
一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務大臣通知）」等により、平成２９年度までに一部事務組合も含め、全て
の地方公共団体が「統一的な基準」による財務書類に移行することとなりました。
  当市においては、平成28年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成しており、「一般会計等」ベース、それに特別会
計や企業会計を合わせた「全体会計」ベースに加え、一部事務組合や第三セクターなど当市の財政に影響する関係団体を含
めた「連結会計」ベースの３つの区分ごとに作成しています。

（３）財務書類作成の基本的前提

　１．財務書類の作成方法
　　　　　　「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（令和元年８月改訂）」に基づく「統一的な基準」に準拠

　２．対象会計範囲
　　　　　　一般会計等（普通会計）財務４表・・・一般会計・霊園会計
　　　　　　全体財務４表・・・一般会計等（普通会計）・公営事業会計（企業会計・その他）
　　　　　　連結財務４表・・・一般会計等（普通会計）・公営事業会計（企業会計・その他）・一部事務組合・広域連合・
　　　　　　　　　　　　　　　   　 地方三公社・第三セクター（市の出資法人（出資25％以上））
　３．対象年度
　　　　　　令和５年度（基準日：令和６年３月３１日）
　　　　　　ただし、出納整理期間における入出金は、基準日までに終了したものとして処理

（２）当市における財務書類の作成方法

　　　　　平成２０年度決算　　：「総務省改訂モデル」（導入のしやすさ、低廉な作成コスト）

　　　　　平成２１年度決算　　：　基準モデル移行に向けた固定資産台帳整備・開始時貸借対照表の作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「基準モデル（簡便法）」　（企業会計の考えを取り入れた基準モデルに準じた方法）

　　　　　平成２２年度決算～平成２７年度決算
　　　　　　　　　　　　　　  　　　：「基準モデル」（財務会計システムと連動した公会計システムの導入による市全体会計財務書類の作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び連結の迅速化）

　　　　　平成２８年度決算～ ：「統一的な基準」（財務会計システムと連動した統一的な基準に準拠したシステムの導入）
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※統一的な基準による地方公会計マニュアル（総務省）より

一部事務組合
広域連合

その他

第三セクター

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

湖北水道企業団水道事業会計

戸別浄化槽事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

霊園事業特別会計

水道事業会計

介護保険特別会計（事業勘定）

企業会計

茨城地方広域環境事務組合

２．小美玉市連結団体について

　自治体ごとに各会計の範囲が異なるため、自治体間の比較や分析をするためには地方財政統計上「一般会計等（普通
会計）」を用いることが一般的です。公会計財務書類においては、この一般会計等に加え、公営事業会計（水道事業・国
民健康保険事業・下水道事業等）や出資法人を一つの行政サービス実施主体とみなすと、全体として２１会計あります。

≪会計の区分≫

・一部事務組合及び広域連合は、複数の団体が加入しているため、それぞれの団体が一部ずつ連結(比例連結)することとなりますが、各団体
が連結する割合は、原則として経費負担割合とされています。
・第三セクターについては、出資比率が２５％以上の団体について全部連結しています。

茨城県後期高齢者医療広域連合

霞台厚生施設組合

（株）小美玉ふるさと食品公社（出資比率２９.５％）

後期高齢者医療保険特別会計

一般会計等（普通会計）

国民健康保険特別会計（事業勘定）
小美玉市全体

３．財務書類４表の相互関係

（財）小美玉農業公社（出資比率８３．３％）

石岡地方斎場組合

茨城県市町村総合事務組合（普通会計）

湖北環境衛生組合

茨城県市町村総合事務組合（事業会計）

茨城租税債権管理機構

連結会計

一般会計
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（単位：百万円）

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

固定資産 66,001 104,151 112,011 固定負債 25,659 53,995 54,552
有形固定資産 59,784 95,519 103,336 地方債 22,288 37,503 37,763

事業用資産 29,353 29,353 35,879 長期未払金 - - -

土地 8,113 8,113 8,419 退職手当引当金 3,361 3,484 3,581

建物 46,655 46,655 54,593 損失補償等引当金 3 3 3

建物減価償却累計額 △ 26,740 △ 26,740 △ 28,569 その他 6 13,004 13,204

工作物 1,940 1,940 2,691  流動負債 2,975 4,161 4,299
工作物減価償却累計額 △ 662 △ 662 △ 1,301 １年内償還予定地方債 2,585 3,601 3,621

その他 - - - 未払金 - 102 179

その他減価償却累計額 - - - 未払費用 - - -

建設仮勘定 46 46 46 前受金 - - 1

インフラ資産 30,284 65,405 66,512 前受収益 - - -

土地 4,021 4,291 4,354 賞与等引当金 291 319 325

建物 1,864 2,145 2,277 預り金 97 136 138

建物減価償却累計額 △ 246 △ 369 △ 458 その他 2 3 36

工作物 53,421 101,497 103,652 28,634 58,156 58,851

工作物減価償却累計額 △ 29,065 △ 42,600 △ 43,763

建設仮勘定 290 441 450 固定資産等形成分 70,014 108,243 116,222

物品 1,479 2,359 5,843 余剰分（不足分） △ 27,317 △ 55,186 △ 55,110

物品減価償却累計額 △ 1,332 △ 1,598 △ 4,898 他団体出資等分 - - -

無形固定資産（ソフトウェア等） - 1,349 1,349

投資その他の資産 6,217 7,283 7,326

投資及び出資金 262 262 137

投資損失引当金 - - -

長期延滞債権 104 221 223

長期貸付金 4 4 4

基金（特定目的基金） 5,861 6,827 6,944

その他 - - 50

徴収不能引当金 △ 14 △ 33 △ 33

流動資産 5,330 7,062 7,951
現金預金（期末資金残高+歳計外現金） 1,209 2,489 3,170

未収金 121 486 545

短期貸付金 - - -

基金 4,014 4,092 4,210

財政調整基金 2,565 2,565 2,683

減債基金 1,449 1,527 1,527

棚卸資産 - 12 43

その他 - 12 13

徴収不能引当金 △ 13 △ 30 △ 30

繰延資産 - - - 42,697 53,057 61,112

71,331 111,213 119,963 71,331 111,213 119,963
※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

≪主な用語の説明≫

【資産の部】

【長期延滞債権】過年度分の税等未収金【未収金】現年度分の税等未収金

資産合計

【預り金】歳計外現金のうち職員給与に係る源泉所得税や契約保証金等

【賞与等引当金】翌期6月支払い見込みのうち当期負担分（12月～3月）の額

【地方債】地方債残高のうち償還期限が翌年度以降のもの

４－（１）貸借対照表（令和6年3月31日現在）

・貸借対照表は、基準日時点における市の財政状態（資産・負債・純資産の残高）を明らかにするものです。
・１年間の資産や負債の変動ではなく、基準日までに市が積み上げてきた額について、過去の世代が形成してきた資産と将来世代が負担することと
なる負債を表します。また、固定・流動の別は、1年基準（債権・債務が翌年度内のものか、それ以降のものか）に基づき区分しています。

【負債の部】
科　　目

負債・純資産合計

【インフラ資産】道路、公園、上下水道、防火水槽等

科　　目

【投資及び出資金】有価証券や出資金

負債合計

【徴収不能引当金】長期延滞債権または未収金にかかる不納欠損見込み額

【純資産の部】

【退職手当引当金】職員全員が期末自己都合により退職した場合の要支給額

純資産合計

【事業用資産】庁舎、学校、公民館、文化センター、市営住宅等
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（単位：百万円）

R4期末 R5期末 比較 R4期末 R5期末 比較

固定資産 66,822 66,001 △ 821 固定負債 27,175 25,659 △ 1,516
有形固定資産 60,756 59,784 △ 972 地方債 24,129 22,288 △ 1,841

事業用資産 29,827 29,353 △ 474 長期未払金 - - -

土地 7,967 8,113 146 退職手当引当金 3,043 3,361 318

建物 46,488 46,655 167 損失補償等引当金 - 3 -

建物減価償却累計額 △ 25,966 △ 26,740 △ 774 その他 3 6 3

工作物 1,869 1,940 71  流動負債 2,921 2,975 54
工作物減価償却累計額 △ 545 △ 662 △ 117 １年内償還予定地方債 2,572 2,585 13

その他 - - - 未払金 - - -

その他減価償却累計額 - - - 未払費用 - - -

建設仮勘定 15 46 31 前受金 - - -

インフラ資産 30,773 30,284 △ 489 前受収益 - - -

土地 3,862 4,021 159 賞与等引当金 291 291 0

建物 1,864 1,864 0 預り金 58 97 39

建物減価償却累計額 △ 184 △ 246 △ 62 その他 - 2 -

工作物 53,098 53,421 323 30,096 28,634 △ 1,462

工作物減価償却累計額 △ 27,871 △ 29,065 △ 1,194

建設仮勘定 4 290 286 固定資産等形成分 71,355 70,014 △ 1,341

物品 1,426 1,479 53 余剰分（不足分） △ 29,116 △ 27,317 1,799

物品減価償却累計額 △ 1,270 △ 1,332 △ 62 他団体出資等分 - - -

無形固定資産（ソフトウェア） - - 0

投資その他の資産 6,066 6,217 151

投資及び出資金 230 262 32

投資損失引当金 - - -

長期延滞債権 129 104 △ 25

長期貸付金 4 4 0

基金（特定目的基金） 5,725 5,861 136

その他 - - -

徴収不能引当金 △ 23 △ 14 9

流動資産 5,513 5,330 △ 183
現金預金（期末資金残高+歳計外現金） 893 1,209 316

未収金 87 121 34

短期貸付金 1 - △ 1

基金 4,532 4,014 △ 518

財政調整基金 3,001 2,565 △ 436

減債基金 1,531 1,449 △ 82

棚卸資産 - - -

その他 - - -

徴収不能引当金 - △ 13 -

繰延資産 - - - 42,239 42,697 458

72,335 71,331 △ 1,004 72,335 71,331 △ 1,004
※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

≪主な増減理由≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ｶｯｺ内数値は増減額（百万円）

【純資産の部】

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計

【物品】消防器具備品（+12）、学校施設備品（+11）、学校給食備品（+4）

【事業用建物】美野里中学校体育館（+146）、小美玉学校給食センター（+12）

【インフラ土地】一般市道用地（+135）防衛交付金道路用地（+24） 【地方債】【1年内償還予定地方債】R5発行額741、償還額2,572

【事業用建設仮勘定】小川運動公園たちばな広場（+11）、美野里中学校駐輪場
（+3）

【事業用工作物】小美玉温泉ことぶき駐車場（+71）

【インフラ工作物】防衛交付金道路（+195）、農業用ため池（+88）一般市道（+24）

【インフラ建設仮勘定】防衛交付金道路（+209）、一般市道（+17）耐震性貯水槽（+3）

貸借対照表の経年変化

・経年変化をみることで、１年間で資産や負債がどのような要因で増減したかがわかります。ここでは、一般会計等（普通会計）について比較していま
す。

科　　目 科　　目
【資産の部】

負債合計

【負債の部】
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（単位：百万円）

一般会計等 全体 連結 主な内容

経常費用 21,739 31,673 38,297

業務費用 11,758 14,559 16,583

人件費 4,093 4,507 4,683

職員給与費 3,043 3,386 3,547 全体会計490名

賞与等引当金繰入額 291 320 326

退職手当引当金繰入額 318 327 330

その他 442 475 480
議員報酬83、委員報酬75、共済費、94
会計年度任用職員報酬190

物件費 7,379 9,274 10,948

物件費 4,731 5,367 6,347
保育委託事業882、会任職員一部業務包括委託
214、基幹水利施設管理委託179

維持補修費 439 501 535 道路・河川232、運動施設28、学校給食施設21

減価償却費 2,208 3,406 3,818
上下水道等1,255、羽鳥駅橋上駅舎広場118、み
の～れ51、そらら41

その他 - - 247 ふるさと食品公社売上原価241

その他の業務費用 286 778 952

支払利息 93 344 347
一般93、下水道関連158、上水道87（市・湖北水
道）

徴収不能引当金繰入額 21 61 61

その他 172 373 543 国県返納金386、過誤納還付・加算金23

移転費用 9,981 17,114 21,714

補助金等 3,510 12,931 17,521
国民健康保険療養給付費3,017、施設介護サー
ビス給付費1607、地域医療存続交付金130

社会保障給付 4,116 4,117 4,117 障害者福祉扶助費1,425、生活保護扶助費897

他会計への繰出金 2,292 - -

その他 63 67 76
物件・電柱・立木等移転補償費60、自動車重量
税3

経常収益 545 1,666 2,564

使用料及び手数料 149 1,188 1,530 下水道355、上水道（市・湖北水道）878

その他 397 478 1,034 学校給食費151、延滞金10

21,194 30,008 35,733

臨時損失 282 348 374

災害復旧事業費 278 278 278
道路災害復旧工事203、教育施設災害復旧工事
20

資産除売却損 - 65 91

投資損失引当金繰入額 - - -

損失補償等引当金繰入額 3 3 3

その他 1 1 1

臨時利益 3 21 22
資産売却益 3 3 3

その他 - 19 19

21,473 30,334 36,086
※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

【賞与等引当金繰入額・退職手当引当金繰入額・徴収不能引当金繰入額】貸借対照表で対応する各種引当金を計上するために発生した費用

【職員給与費】職員等に支払われた給与、手当等　【物件費】職員旅費、委託料、消耗品費など消費的性質の経費

【維持補修費】資産の機能維持のための修繕費　　【減価償却費】一定の耐用年数に基づき計算された期間中の資産価値減少の金額

【補助金等】各種保険給付費、他団体への補助金、一部事務組合等への負担金、交付金等　【社会保障給付】医療福祉費や生活保護費などの扶助費

【使用料及び手数料】公共施設使用料、市営住宅使用料、上下水道使用料、証明書発行手数料等

【資産除売却損】除却した資産の除却時の帳簿価格、資産売却による収入が帳簿価格を下回る場合の差額、資産除却にかかる解体費用

【資産売却益】資産の売却による収入が帳簿価格を上回る場合の差額

４－（２）行政コスト計算書（令和5年4月1日から令和6年3月31日）

≪主な用語の説明≫

科　　目

純行政コスト

純経常行政コスト

・行政コスト計算書は、職員給与や庁舎等維持管理費のほか、社会保障給付や保健衛生費、地方債償還の支払利息など資産形成につながらない行
　政サービスの提供に要したコストを性質別に表したものです。
・発生主義に基づく減価償却費や各種引当金繰入額等を計上することで、歳入歳出決算書では見えにくい、行政サービスの費用と収益の情報を集約
　しています。なお、ここでの収益は使用料など対価性のある収入で、税収など直接対価性のない収入は純資産変動計算書に計上されます。

-5-



（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体
出資等分

42,239 71,355 △ 29,116 52,518 110,034 △ 57,516 59,175 116,618 △ 57,443 -

純行政コスト（△） △ 21,473 △ 21,473 △ 30,334 △ 30,334 △ 36,086 △ 36,086 -

財源 21,847 21,847 30,726 30,726 36,138 36,138 -

税収等 15,471 15,471 19,007 19,007 23,058 23,058 -

国県等補助金 6,376 6,376 11,719 11,719 13,080 13,080 -

374 374 391 391 52 52 -

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,434 1,434 △ 1,719 1,719 △ 2,067 2,067

有形固定資産等の増加 1,194 △ 1,194 2,525 △ 2,525 2,644 △ 2,644

有形固定資産等の減少 △ 2,202 2,202 △ 3,761 3,761 △ 4,232 4,232

貸付金・基金等の増加 956 △ 956 1,136 △ 1,136 1,185 △ 1,185

貸付金・基金等の減少 △ 1,382 1,382 △ 1,620 1,620 △ 1,664 1,664

資産評価差額 - - - - - -

無償所管換等 94 94 △ 48 △ 48 △ 48 △ 48

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

その他 △ 10 - △ 10 197 △ 23 219 1,932 1,718 214

458 △ 1,341 1,799 540 △ 1,790 2,330 1,937 △ 397 2,333 -

42,697 70,014 △ 27,317 53,057 108,243 △ 55,186 61,112 116,222 △ 55,110 -

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

≪主な用語の説明≫

【純行政コスト（△）】行政コスト計算書で計算された行政サービスにおける財源不足額

【財源】市税、地方譲与税、地方交付税等の税収、国県等補助金等（貸借対照表の地方債や行政コスト計算書で計上された財源以外のもの）

【余剰分（不足分）】　原則，固定資産等形成分と正負逆の数値

【資産評価差額・無償所管換等】　有価証券等の評価替えによる評価差額、固定資産の無償譲渡による評価額等

４－（３）　純資産変動計算書（令和5年4月1日から令和6年3月31日）

・純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」に計上されている数値の期間中の内部変動を表したものです。
・行政コスト計算書で計算された純行政コストを税収や国県等補助金で賄ったことを示すとともに、純資産の変動から固定資産（建設投資や貸付金、基金等）
　等の増減状況を把握することができます。

連結全体一般会計等（普通会計）

科　　目

【固定資産等形成分】金銭以外の形態（固定資産等）に充当し蓄積した資源

【その他】過年度修正等

【固定資産等の変動（内部変動）】有形固定資産等（建設投資や減価償却、除却）の増減や貸付金・基金等の増減

合計合計合計

本年度末純資産残高

　本年度純資産変動額

　本年度差額

前年度末純資産残高
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（単位：百万円）

一般会計等 全体 連結
【業務活動収支】

業務支出 19,192 27,892 34,473

業務費用支出 9,275 10,845 12,431

人件費支出 3,775 4,182 4,351

物件費等支出 5,179 5,885 7,124

支払利息支出 93 344 347

その他の支出 227 434 609

移転費用支出 9,918 17,048 22,041

補助金等支出 3,510 12,931 17,915

社会保障給付支出 4,116 4,117 4,117

他会計への繰出支出 2,292 - -

その他の支出 - - 10

業務収入 22,110 31,558 38,241

税収等収入 15,432 18,616 22,648

国県等補助金収入 6,103 11,233 12,989

使用料及び手数料収入 171 1,243 1,585

その他の収入 404 466 1,019

臨時支出 278 278 279

災害復旧事業費支出 278 278 278

その他の支出 - - 1

臨時収入 0 0 0

2,640 3,387 3,490
【投資活動収支】

投資活動支出 2,150 3,136 3,272

公共施設等整備費支出 1,194 2,180 2,269

基金積立金支出 941 941 988

投資及び出資金支出 - - -

貸付金支出 15 15 15

その他の支出 - - -

投資活動収入 1,619 2,186 2,238

国県等補助金収入 273 549 549

基金取崩収入 1,327 1,555 1,593

貸付金元金回収収入 16 16 16

資産売却収入 3 3 3

その他の収入 - 64 78

△ 531 △ 949 △ 1,033
【財務活動収支】

財務活動支出 2,572 3,662 3,683

地方債等償還支出 2,572 3,662 3,683

その他の支出 - - -

財務活動収入 741 1,570 1,601

地方債等発行収入 741 1,361 1,391

その他の収入 - 210 210

△ 1,831 △ 2,091 △ 2,082
277 347 374

834 2,045 2,699

- - -

1,112 2,392 3,073

58 58 59

39 39 39

97 97 98

1,209 2,489 3,170

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

本年度資金収支額

前年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高

・資金収支計算書は、市の1年間の資金の動きを明らかにするものです。
・業務活動収支（行政サービスや税収等により毎年継続的に発生する支出と収入）、投資活動収支（投資的事業に係る臨時に
　発生する支出と収入）、財務活動収支（地方債の償還や発行に伴い発生する支出と収入）の３区分により表示します。

４－（４）資金収支計算書（令和5年4月1日から令和6年3月31日）

業務活動収支

科　　目

投資活動収支

本年度末現金預金残高
本年度末歳計外現金残高

本年度末歳計外現金増減額

前年度末歳計外現金残高

財務活動収支
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５．財務書類の分析

①住民一人当たり資産額　　　1.5百万円／人　　　　　　　　　　　※令和5年度人口は、1月1日時点における住民基本台帳人口としています。

【BS】資産合計／住民基本台帳人口　　　　　　　　　　

　 令和3年度 令和4年度 令和5年度

資産合計（百万円） 72,939 72,335 71,331

人口（人） 49,445 49,224 48,801

小美玉市値（百万円/人） 1.5 1.5 1.5

類似団体平均値（百万円/人） 2.8 2.7

②歳入額対資産比率　　　2.82年

これまでの取得資産が歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを測ることができます。

【BS】資産合計／【CF】歳入総額（業務収入+臨時収入+投資活動収入+財務活動収入+前年度末資金残高）

　 令和3年度 令和4年度 令和5年度

資産合計（百万円） 72,939 72,335 71,331

歳入総額（百万円） 28,652 25,475 25,304

小美玉市値（年） 2.55 2.84 2.82

類似団体平均値（年） 3.54 3.58

③有形固定資産減価償却率　　 54.6％

償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合で、耐用年数をどの程度経過したかを示します。

【BS】減価償却累計額／【BS】有形固定資産（有形固定資産合計-土地等の非償却資産+建物・工作物減価償却累計額）

　 令和3年度 令和4年度 令和5年度

減価償却累計額（百万円） 52,570 54,566 56,713

有形固定資産（百万円） 100,605 103,318 103,879

小美玉市値（％） 52.3 52.8 54.6

類似団体平均値（％） 63.3 65.3

①純資産比率　　　59.9％

地方債発行を通じて将来世代と現世代間の負担配分を行ってきた結果、返済義務のない純資産の割合を示します。

【BS】純資産合計／【BS】資産合計

　 令和3年度 令和4年度 令和5年度

純資産（百万円） 40,780 42,239 42,697

資産合計（百万円） 72,939 72,335 71,331

小美玉市値（％） 55.9 58.4 59.9

類似団体平均値（％） 71.7 71.6

②将来世代負担比率（社会資本等形成の世代間負担比率）　　　26.8％

【BS】地方債残高（地方債+１年以内償還予定地方債-臨時財政対策債等）／【BS】有形・無形固定資産合計

　 令和3年度 令和4年度 令和5年度

地方債残高（百万円） 18,337 17,047 15,994

有形・無形固定資産合計（百万円） 61,529 60,756 59,784

小美玉市値（％） 29.8 28.1 26.8

類似団体平均値（％） 20.2 20.9

　財務書類の分析については、住民のニーズ等を５つの視点に分類し、これに関連する各指標から市の現状を読み取ることができま
す。また、より当市の財政状況や傾向を読み取るため、総務省から示されている一般会計等ベースの類似団体平均と比較していま
す。

Ⅰ．資産形成度　～将来世代に残る資産はどのくらいあるか～

Ⅱ．世代間公平性　～将来世代と現世代との負担の分担は適切か～

将来の償還が必要な負債（財源不足を補う臨時財政対策債等を除く）による社会資本の形成割合（将来世代の負担の比重）を示しま
す。
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①住民一人当たり負債額　　　59万円／人　

【BS】負債合計／住民基本台帳人口

　 令和3年度 令和4年度 令和5年度

負債合計（百万円） 32,159 30,096 28,634

人口（人） 49,445 49,224 48,801

小美玉市値（百万円/人） 0.65 0.61 0.59

類似団体平均値（百万円/人） 0.78 0.78

②基礎的財政収支（プライマリーバランス）　　　1,816百万円

【CF】業務活動収支（支払利息除く）+【CF】投資活動収支（基金積立金及び基金取崩除く）

　 令和3年度 令和4年度 令和5年度

業務活動収支（百万円） 3,347 3,066 2,733

投資活動収支（百万円） △ 1,655 △ 877 △ 917

小美玉市値（百万円） 1,692 2,189 1,816

類似団体平均値（百万円） 1,141.9 1,101.2

①住民一人当たり行政コスト　　　44万円／人

【PL】純行政コスト／住民基本台帳人口

　 令和3年度 令和4年度 令和5年度

純行政コスト（百万円） 20,861 20,590 21,473

人口（人） 49,445 49,224 48,801

小美玉市値（百万円/人） 0.42 0.42 0.44

類似団体平均値（百万円/人） 0.63 0.61

①受益者負担割合　　　2.5％

経常費用（行政サービス（建設投資を除く））に対する経常収益（使用料・手数料等の受益者負担）の割合を示します。

【PL】経常収益／【PL】経常費用

　 令和3年度 令和4年度 令和5年度

経常収益（百万円） 883 710 545

経常費用（百万円） 21,873 21,155 21,739

小美玉市値（％） 4.0 3.4 2.5

類似団体平均値（％） 4.0 3.9

Ⅲ．持続可能性（健全性）　～財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）～

Ⅳ．効率性　～行政サービスは効率的に提供されているか～

Ⅴ．自立性　～歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっているか）～

資金収支計算書上の地方債等の発行収入及び元利償還額を除いた、業務活動収支（支払利息除く）と投資活動収支（基金積立金
及び基金取崩除く）のバランスを示します。
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